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南アルプス市 上下水道耐震化計画 

南アルプス市上下水道局 

策 定 令和 ７ 年 １ 月 

１ 目標1 

 南アルプス市では、災害に強く持続可能な上下水道システムの構築に向け、対策が必要な急所施設について、

今後、概ね５５年間で耐震化を完了することを目標とする。 

また、対策が必要な避難所等の重要施設に布設されている上下水道管路等について、今後、概ね５５年間で

耐震化を完了することを目指し、このうち令和７年度から令和１１年度の５年間では、災害時に拠点となる重要施

設を含む避難所等に布設されている、上下水道管路等の耐震化を一部実施することを目標とする。 

 

２ 計画期間 

 令和７年４月～令和１２年３月 （計画期間は 5年程度とする） 

 

３ 下水道処理区域内における避難所等の重要施設2の設定（上下水道共通） 

区分 
下水道処理区域内における避難所等の重要施設（上下水共通） 

施設数 施設名称 

対象全施設数 ４６ 

白根徳洲会病院、巨摩共立病院、青沼整形外科、医療法人南山会峡西病院、宮川病院、

高原病院、白根御勅使中学校、白根百田小学校、八田小学校、白根飯野小学校、白根巨

摩中学校、白根東小学校、櫛形北小学校、櫛形総合体育館駐車所、櫛形中学校、働く婦人

の家、豊小学校、巨摩高等学校、小笠原小学校、八田中学校、白根東保育所、白根高等学

校、鏡中條体育館、青少年児童センター、落合小学校、甲西中学校、大明小学校、甲西保

健福祉センター、甲西体育センター、若草中学校、若草小学校、若草南小学校、南湖小学

校、八田消防署、上下水道局庁舎、南アルプス警察署、南アルプス市消防本部、南アルプ

ス市役所西別館、南アルプス市役所本庁舎、白根中央公園、白根Ｂ＆Ｇ海洋センター、白

根支所貯水槽、櫛形生涯学習センター、総合交流ハッピーパーク、甲西市民総合グラウン

ド、若草グラウンド 

上下水道管路等の 

耐震性能確保済み3の施

設数 

（令和５年度末時点） 

０  

上下水道管路等の 

耐震性能確保の 

目標施設数4 

（令和 11年度末迄） 

０  

 
1 目標は、水道事業者等と下水道管理者が相互に調整を行い、記載する。計画期間内に全ての対象施設で対策を実施することが困難な場合に

は、計画期間内に対策を実施する施設の選定方針や、計画期間外を含め全ての対象施設における対策実施時期の目安等についても記載する。 
2 下水道処理区域内において地域防災計画等で定められている避難所や医療機関等、災害時に上下水道機能の確保が必要な重要施設をいう

（緊急点検時における「特に重要な施設」と同じ定義）。 
3 重要施設に接続する水道管路（配水本管・配水支管、配水池～避難所等の重要施設）と下水道管路（避難所等の重要施設～下水処理場直前

の最終合流地点までの下水道管路及びその途中にあるポンプ場）の双方の耐震機能を確保することをいう。 
4 耐震性能確保済みの施設数（令和５年度末時点）を含め、令和１１年度末迄（計画期間は５年程度）に目標とする施設数をいう。 
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４ 下水道処理区域外における避難所等の重要施設5の設定6 

区分 
下水道処理区域外における避難所等の重要施設 

施設数 施設名称 

対象全施設数 ７ 

白根源小学校、西地区多目的活性化広場、櫛形西小学校、櫛形西地区体育

館、落合創造館アミカル、県立育成福祉センター、県立わかば支援学校（交流

館） 

水道管路の 

耐震性能確保済み 7

の施設数 

（令和５年度末時点） 

０  

水道管路の 

耐震性能確保の 

目標施設数 

（令和 11年度末迄） 

０  

 

  

 
5 下水道処理区域外において地域防災計画等で定められている避難所や医療機関等、災害時に水道機能の確保が必要な重要施設をいう。 
6 水道事業者等が汚水処理施設の管理者等と調整を行い、汚水処理施設に関する耐震化の状況や計画等を確認した上で設定するものとする。 
7 重要施設に接続する水道管路（配水本管・配水支管、配水池～避難所等の重要施設）の耐震機能を確保することをいう。 
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≪ 南アルプス市 上下水道耐震化重点計画のうち 水道事業等に関する計画 ≫                 

 

５ 水道システムの急所施設の耐震化（上水道事業及び水道用水供給事業） 

（１） 取水施設 

 箇所数（箇所） 施設能力（ｍ３/日） 耐震化率（％）8 

対象全取水施設 ２６ ５９，２８２  

耐震対策実施済み（令和５年度末時点） ０ ０ ０ 

耐震化目標（令和 11年度末迄） ０ ０ ０ 

 

（２） 導水施設（導水管） 

 管路延長（m） 耐震化指標 

耐震管 

延長 

耐震適合管 

延長 

（耐震管除く） 

耐震適合管 

以外 
計 

耐震管率 

（％） 

耐震適合率 

（％） 

対象全導水管（令和５年度末時点） １２６ ０ ４，８８９ ５，０１５ ２．５１ ２．５１ 

耐震化目標（令和 11年度末迄） １２６ ０ ４．８８９ ５．０１５ ２．５１ ２．５１ 

 

（３）浄水施設 

 箇所数（箇所） 施設能力（ｍ３/日） 耐震化率（％）9 

対象全浄水施設 １８ ４３，０４０  

耐震対策実施済み（令和５年度末時点） ５ ９，４８０ ２２．０２ 

耐震化目標（令和１１年度末迄） ５ ９，４８０ ２２．０２ 

 

（４）送水施設（送水管） 

 管路延長（m） 耐震化指標 

耐震管 

延長 

耐震適合管 

延長 

（耐震管除く） 

耐震適合管 

以外 
計 

耐震管率 

（％） 

耐震適合率 

（％） 

対象全送水管（令和５年度末時点） ６，１０７ ０ ４，３１１ １０，４１８ ５８．６２ ５８．６２ 

耐震化目標（令和１１年度末迄） ６，１０７ ０ ４，３１１ １０，４１８ ５８．６２ ５８．６２ 

 

（５）配水施設（配水池（配水塔含む）及び浄水池） 

 箇所数（箇所） 有効容量（ｍ３） 耐震化率（％）10 

対象全配水池 ３５ ２６，０２８  

耐震対策実施済み（令和５年度末時点） １３ １５，５７４ ５９．８３ 

耐震化目標（令和 11年度末迄） １３ １５，５７４ ５９．８３ 

 
8 取水施設の耐震化率＝耐震対策の施された取水施設能力÷対象全取水施設能力 
9 浄水施設の耐震化率＝耐震対策の施された浄水施設能力÷対象全浄水施設能力 
10 配水池の耐震化率＝耐震対策の施された配水池有効容量÷対象全配水池有効容量 
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（６）ポンプ所（取水、導水、送水及び配水ポンプ所） 

 箇所数（箇所） 施設能力（ｍ３/日） 耐震化率（％）11 

対象全ポンプ所 １５ ２０，８００  

耐震対策実施済み（令和５年度末時点） １ ２，０００ ９．６１ 

耐震化目標（令和１１年度末迄） １ ２，０００ ９．６１ 

 

６ 避難所等の重要施設12に接続する水道管路の耐震化（上水道事業） 

配水池～避難所等の重要施設までの水道管路（配水本管＋配水支管）  

（１）下水道処理区域内における避難所等の重要施設 

 管路延長（km） 耐震化指標 

耐震管 

延長 

耐震適合管 

延長 

（耐震管除く） 

耐震適合管 

以外 
計 

耐震管率 

（％） 

耐震適合率 

（％） 

避難所等の重要な施設に接続す

る配水管（令和５年度末時点） 
１７．５２２ ０．４ ５６．８１９ ７４．７４１ ２３．４４ ２３．９７ 

 配水本管 １４．１９９ ０．０２７ ４３．９１７ ５８．１４３ ２４．４２ ２４．４７ 

配水支管 ３．３２３ ０．３７３ １２．９０２ １６．５９８ ２０．０２ ２２．２７ 

耐震化目標（令和１１年度末迄） ２１．０６６ ０．４ ５３．２７５ ７４．７４１ ２８．１８ ２８．７２ 

 

（２）下水道処理区域外における避難所等の重要施設 

 管路延長（km） 耐震化指標 

耐震管 

延長 

耐震適合管 

延長 

（耐震管除く） 

耐震適合管 

以外 
計 

耐震管率 

（％） 

耐震適合率 

（％） 

避難所等の重要な施設に接続す

る配水管（令和５年度末時点） 
２．２８３ 0 ４．４７７ ６．７６ ３３．７７ ３３．７７ 

 配水本管 ２．００４ 0 ３．７６２ ５．７６６ ３４．７０ ３４．７０ 

配水支管 ０．２７９ 0 ０．７１５ ０．９９４ ２８．０７ ２８．０７ 

耐震化目標（令和１１年度末迄） ２．２８３ 0 ４．４７７ ６．７６ ３３．７７ ３３．７７ 

 

  

 
11 ポンプ所の耐震化率＝耐震対策の施されたポンプ所能力÷対象全ポンプ所能力 
12 下水道処理区域外における避難所等の重要施設も含む 
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≪ 南アルプス市 上下水道耐震化重点計画のうち 下水道事業に関する計画 ≫                 

 

７ 下水道システムの急所施設13の耐震化 

（１）下水処理場（揚水、沈殿、消毒機能に係る施設に限る）  

対象なし 

 
揚水施設 沈殿施設 消毒施設 

揚水、沈殿、消毒機能

に係る全ての施設14 

上記施設

を有する

処理場の

箇所数 

（箇所） 

耐震化率

（％） 

上記施設

を有する

処理場の

箇所数 

（箇所） 

耐震化率

（％） 

上記施設

を有する

処理場の

箇所数 

（箇所） 

耐震化率

（％） 

処理場の

箇所数 

（箇所） 

耐震化率

（％） 

対象全箇所数         

耐震性能確保済みの

箇所数 

（令和５年度末時点） 

        

耐震性能確保の目標

箇所数 

（令和１１年度末迄） 

        

 

（２）下水処理場～下水処理場直前の最終合流地点までの下水道管路
15

  

対象なし 

 管路延長（km） 耐震化率（％） 

対象全延長   

耐震性能確保済みの延長（令和５年度末時点）   

耐震性能確保の目標延長（令和１１年度末迄）   

 

 

 

 

 

 
13 下水処理場並びに下水処理場～下水処理場直前の最終合流地点までの下水道管路及びポンプ場をいう。なお、流域下水道の下水道管路及び

ポンプ場については、最終合流地点以前も含めて急所施設とする。 
14 当該列において、「対象全箇所数」には、揚水、沈殿、消毒施設のいずれかを有する対象の処理場の箇所数を記入する。「耐震性能確保済み

の箇所数（令和５年度末時点）」及び「耐震性能確保の目標箇所数（令和１１年度末迄）」には、このうち、揚水、沈殿、消毒施設の全てで耐

震性能を確保した処理場の箇所数等を記入する。その際、揚水、沈殿、消毒施設のいずれかを持たない処理場について、存在しない施設は耐

震性能確保済みとカウントする。（例：揚水施設を持たない処理場について、沈殿、消毒施設が耐震性能確保済みであれば、カウントする。） 
15 流域下水道の下水道管路については、最終合流地点以前も含めて急所施設とする。 
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（３）下水処理場～下水処理場直前の最終合流地点までのポンプ場16  

対象なし 

 ポンプ場の箇所数（箇所） 耐震化率（％） 

対象全箇所数   

耐震性能確保済みの箇所数（令和５年度末時点）   

耐震性能確保の目標箇所数（令和１１年度末迄）   

  

 
16 流域下水道のポンプ場については、最終合流地点以前も含めて急所施設とする。 
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８ 避難所等の重要施設に接続する下水道管路等の耐震化 

（１）避難所等の重要施設～下水処理場直前の最終合流地点までの下水道管路 

 管路延長（km） 耐震化率（％） 

対象全延長 ６３．８  

耐震性能確保済みの延長（令和５年度末時点） １．６ ２．５ 

耐震性能確保の目標延長（令和１１年度末迄） ２．６ ４．０７ 

 

（２）避難所等の重要施設～下水処理場直前の最終合流地点までの下水道管路の途中にあるポンプ場17の箇所数 

対象なし 

 ポンプ場の箇所数（箇所） 耐震化率（％） 

対象全箇所数   

耐震性能確保済みの箇所数（令和５年度末時点）   

耐震性能確保の目標箇所数（令和１１年度末迄）   

 

 

以上 

 
17 最終合流地点にあるポンプ場は含まない。 


